
子
ど
も
の
貧
困
は
、
社
会
全
体

の
貧
困
問
題
そ
の
も
の
が
ベ
ー

ス
に
あ
る
。
子
ど
も
の
貧
困
率
は
１
９
８

５
年
で
は
10
・
９
％
、
２
０
１
２
年
で
は

16
・
３
％
と
上
昇
し
、
格
差
が
拡
大
し
て

い
る
の
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
る
。

　

ひ
と
り
親
で
は
80
％
が
母
親
で
、
働

い
て
い
て
も
収
入
が
低
い
ワ
ー
キ
ン
グ

プ
ア
で
あ
り
、
貧
困
率
は
54
・
６
％
と
な

っ
て
い
る
。
雇
用
の
不
安
定
・
経
済
の
格

差
が
貧
困
を
広
げ
て
い
る
。

　

親
世
代
の
貧
困
を
子
ど
も
世
代
に
連

鎖
さ
せ
な
い
た
め
に
、
社
会
全
体
の
問
題

と
し
て
対
応
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で

あ
り
、町
と
し
て
も
対
策
が
求
め
ら
れ
る
。

(1)
総
務
省
の
家
計
調
査
に
よ
る
と
、
可

処
分
所
得
（
※
）
が
落
ち
込
ん
で
い
る

こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
て
お
り
、
就
学

援
助
受
給
基
準
の
引
き
上
げ
を
。

(2)
生
活
困
窮
世
帯
の
子
ど
も
の
学
習
支

援
を
。

(3)
ひ
と
り
親
へ
の
医
療
費
の
拡
充
を
。

(4)
寡
婦
控
除
の
対
象
と
な
ら
な
い
未
婚

の
母
子
・
父
子
家
庭
に
も
「
み
な
し
適

用
」
と
し
、
保
育
料
や
住
宅
使
用
料
の

軽
減
を
。

(5)
生
活
保
護
を
受
け
ら
れ
る
人
が
制
度

を
活
用
で
き
る
よ
う
捕
捉
率
向
上
の
手

立
て
を
。

(6)
若
者
・
女
性
・
高
齢
者
・
ひ
と
り
親

な
ど
生
活
困
窮
者
に
対
す
る
相
談
窓
口

の
設
置
を
。(1)

就
学
援
助
の
認
定
に
つ
い

て
は
、
生
活
保
護
費
の
算
定
方
式
に
基

づ
き
「
世
帯
の
収
入
」
を
基
準
と
し
て

い
る
こ
と
か
ら
、
必
ず
し
も
、
可
処
分

所
得
が
減
少
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
就

学
援
助
の
対
象
と
な
ら
な
い
。

(2)
「
学
習
支
援
事
業
」
（
道

が
事
業
主
体
）
は
、
学
習
支
援
を
は
じ

め
居
場
所
づ
く
り
や
保
護
者
へ
の
養
育

相
談
な
ど
、
子
ど
も
と
保
護
者
双
方
に

必
要
な
支
援
を
行
う
も
の
で
、
重
要
な

取
組
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

　

新
年
度
に
お
い
て
、
本
制
度
に
つ
い

て
広
報
紙
へ
の
掲
載
や
公
共
施
設
に
チ

ラ
シ
の
配
布
な
ど
を
計
画
し
て
い
る
ほ

か
、
民
生
委
員
や
児
童
委
員
の
協
力
を

得
て
事
業
の
周
知
を
図
る
と
と
も
に
、

支
援
対
象
者
へ
の
情
報
提
供
を
行
い
、

本
事
業
が
よ
り
一
層
有
効
な
も
の
と
な

る
よ
う
北
海
道
と
の
連
携
強
化
に
努
め

て
い
き
た
い
。

(3)
年
々
医
療
費
が
増
え
続
け
る
中
に
あ

っ
て
、
ひ
と
り
親
家
庭
の
親
の
医
療
費

助
成
の
拡
充
を
町
村
の
財
政
規
模
で
賄

う
こ
と
は
極
め
て
難
し
い
。

(4)
保
育
料
の
寡
婦
控
除
の
み
な
し
適
用

に
つ
い
て
は
、
他
の
市
町
村
の
状
況
を

調
査
研
究
の
上
、
判
断
し
て
い
き
た
い
。

　

住
宅
使
用
料
に
つ
い
て
は
、
公
営
住

宅
法
の
改
正
に
よ
り
、
平
成
28
年
10
月

１
日
か
ら
未
婚
の
母
子
・
父
子
家
庭
も

対
象
と
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

(5)
公
区
長
や
民
生
委
員
か
ら
の
相
談
の

ほ
か
、
保
健
師
に
よ
る
個
別
相
談
活
動

や
納
税
相
談
な
ど
、
町
民
と
直
接
接
す

る
部
署
と
の
連
携
に
よ
り
生
活
相
談
に

つ
な
げ
て
お
り
、
所
得
状
況
に
応
じ
て

生
活
保
護
の
受
給
申
請
に
つ
い
て
勧
奨

し
て
い
る
。

(6)
福
祉
課
が
中
心
と
な
り
、
各
部
署
や

関
係
機
関
と
の
連
携
を
図
り
、
住
民
に

わ
か
り
や
す
く
、
よ
り
相
談
し
や
す
い

体
制
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

就
学
援
助
を
受
け
ら
れ
る
世

帯
収
入
に
、
高
校
生
な
ど
の
ア
ル
バ
イ

ト
代
も
合
算
さ
れ
て
い
る
の
か
。
ま
た
、

就
学
援
助
の
支
給
項
目
に
教
材
費
を
加

え
、
保
護
者
の
負
担
軽
減
を
。

平
成
28
年
度
か
ら
、
高
校
生
の
収
入

は
除
く
取
り
扱
い
に
な
る
。
教
材
費
の

援
助
に
つ
い
て
は
、
ど
う
い
う
形
が
よ

い
か
検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

答問
就
学
援
助
の
認
定
に
際
し
、
こ
れ
ま
で
同
様
、
平
成

25
年
８
月
１
日
以
前
の
生
活
保
護
基
準
に
よ
り
行
う

広
が
る
格
差
、
「
子
ど
も
の
貧
困
」
対
策
を

■ 一 般 質 問 ■ 

問

教
育
長

町
　
長

野原　惠子
　　　　　　　議員
（日本共産党
　幕別町議員団）

答

再

質

問

厚生労働省「国民生活基礎調査」

相対的貧困率～等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人数の
平方根で割って算出）の中央値の半分の額である貧困線（平成 24
年は 122 万円）に満たない世帯の割合

　　　　　　

（単位％）
※
「
可
処
分
所
得
」
と
は

　

給
与
や
ボ
ー
ナ
ス
な
ど
の
個
人
所
得
か

ら
、
支
払
い
義
務
の
あ
る
税
金
や
社
会
保
険

料
な
ど
を
差
し
引
い
た
、
残
り
の
手
取
り
収

入
の
こ
と
。

Ｓ 60 Ｓ 63 Ｈ 3 Ｈ 6 Ｈ 9 Ｈ 12 Ｈ 15 Ｈ 18 Ｈ 21 Ｈ 24

相対的貧困率 12.0 13.2 13.5 13.7 14.6 15.3 14.9 15.7 16.0 16.1

子どもの貧困率 10.9 12.9 12.8 12.1 13.4 14.5 13.7 14.2 15.7 16.3

子どもがいる現役世帯 10.3 11.9 11.7 11.2 12.2 13.2 12.5 12.2 14.6 15.1

大人が一人 54.5 51.4 50.1 53.2 63.1 58.2 58.7 54.3 50.8 54.6

大人が二人 9.6 11.1 10.8 10.2 10.8 11.5 10.5 10.2 12.7 12.4

子どもの貧困の現状　　

⓫


